様式第１号

　　　　年度 人材育成助成事業 申請書
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　　月　　日

一般財団法人旭川産業創造プラザ

理事長　　新 谷   龍 一 郎 　様

　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　所　 在 　地　

　　　　　　　　　　　　　　 　申請者　企業等の名称

　　　　　　　　　　　　　　  　     　代   表   者　　　　　　　　　　　　　
人材育成助成事業の助成を受けたいので、関係書類を添えて申請します。

■申請者
	事業者名
	
	業　種
	

	創業・設立
	　　年　　月　　日
	資本金
	千円

	常用従業員数
	
	所属団体
	

	事業者概要及び、主な生産（販売）品目、又は、
団体の活動内容
	

	連　絡　者
	所　属
	
	氏　名
	

	連　絡　先
	ＴＥＬ
	
	ＦＡＸ
	

	E-mail
	


	株主及び出資者
	
	役員一覧表

	主な株主又は出資者
	大企業の確認
及び出資比率
	
	役職名
	氏名
	大企業の確認
及び会社名

	①
	
	□
	％
	
	
	
	□
	

	②
	
	□
	％
	
	
	
	□
	

	③
	
	□
	％
	
	
	
	□
	

	④
	
	□
	％
	
	
	
	□
	

	⑤
	
	□
	％
	
	
	
	□
	


■助成実績（当財団から過去の助成を受けた実績）

	助成区分
	助成時期
	助成額

	研究開発助成
	　　　　　年度
	千円

	
	　　　　　年度
	千円

	人材育成助成事業
	　　　　　年度
	千円

	
	　　　　　年度
	千円


■総事業額及び助成申請額
	総事業額
	　　　　　　　　　　　　円　

	助成申請額
	　　　　　　　　　　　　円　


様式第２号

　　　　年度 人材育成助成事業 計画書（派遣研修事業）

（1） 派遣者及び派遣目的の概要

	事業名
	

	事業期間
	開　　始

終　　了
	　　　年　　　月　　　日

　　　年　　　月　　　日

	派遣の目的
	

	派遣事業内容等
	

	派　　遣者の概要
	職氏名
	

	
	所属部署
	

	
	生年月日・性別
	

	
	資格・免許等
	

	
	現在の職務内容
	


（２）派遣先の概要

	名称（企業名・機関
名・学部学科名等）
	

	派遣先住所
	

	派遣先の受入実績
	


（３）事業計画
（資　金）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）
	区　分
	予算額
	摘　　　要

	助成金
	
	（一財）旭川産業創造プラザ

	自己資金
	
	

	借入金
	
	

	その他
	
	

	合　　計
	
	


（支　出）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）

	区　分
	予算額
	備　　　考

	旅費交通費
	
	（交通費）

	旅費交通費
	
	（滞在費）

	受講料
	
	

	
	
	

	
	
	

	合　計
	
	


様式第３号

　　　　年度 人材育成助成事業 計画書（自主研修事業）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

（１）事業計画

	事業名
	

	事業期間
	開　　始

終　　了
	　　　年　　　月　　　日

　　　年　　　月　　　日

	事業目的
	

	事業内容
	

	事業実施場所
	住　　所
	

	
	会場名
	

	参加予定人数
	


（２）講師等の概要

	講師

職氏名
	

	住　　　　　所
	

	企業（機関）名
	

	主な経歴・資格等
	


（３）事業計画

（資　金）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）

	区　分
	予算額
	摘　　　要

	助成金
	
	（一財）旭川産業創造プラザ

	自己資金
	
	

	
	
	

	合　　計
	
	


（支　出）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）

	区　分
	予算額
	摘　　　要

	諸謝金
	
	（講師謝金）

	旅費交通費
	
	（講師交通費）

	旅費交通費
	
	（講師滞在費）

	使用料及び賃借料
	
	（機材等賃借料）

	使用料及び賃借料
	
	（会場使用料）

	委託料
	
	（セミナー委託料）

	
	
	

	合　　計
	
	


様式第４号

　　　　年度 人材育成助成事業 完了報告書兼請求書
　　年　　月　　日

一般財団法人旭川産業創造プラザ

理事長　　新 谷   龍 一 郎　　様

　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　（申請者）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　所 在 地

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　企 業 名

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者名　　　　　　　　　　　　　印

　

　　　　　年　　月　　日付旭産創第　　号により交付決定通知を受けた人材育成助成事業について、　　　　年　　月　　日完了しましたので、人材育成助成事業実施要領第１１条第１号の規定により、関係書類を添えて報告し、助成金を請求します。
記

１　人材育成助成事業結果報告
　　　　・事業結果報告書（様式第４号別紙）

２　人材育成助成事業精算書（様式第５号）
　　　　・交付決定額　　　　　　金　　　　　　　　　　　　円

　　　　・助成金請求額　　　　　　金　　　　　　　　　　　　円

３　添付書類

　　　　支出に係る証拠書類
振込先口座　　　　　　　　　　（銀行・信用金庫・信用組合）　　　　　　　店
口座番号（普通・当座）　　　　　　　　　　　　　　　　　
口座名義（カナ）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
口座名義　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
様式第４号別紙

人材育成助成事業結果報告書
	事業者名
	
	報告日
	年　月　日

	所在地
	〒

	担当者
	所属職名
	
	氏　名
	


	事業名
	

	研修名
	

	場所
	

	日時

（期間）
	年　月　　日～　　年　月　　日

	実施内容
	

	実施効果
	


[image: image1.emf]様式第５号

人材育成助成事業　事業精算書

事業予算額

（事業計画書の

　経費明細額）

事業精算額

（助成対象経費の

　消費税込みの額）

事業精算額

（助成対象経費の

　消費税抜きの額）

助成金交付申請額

※助成対象経費の1/2以内

及び

　申請限度額　100,000円以内

①諸謝金

②旅費交通費

③受講料

④使用料及び賃借料

⑤委託料

⑥その他の経費

事業予算額

（事業計画書の

　経費明細額）

事業精算額

（助成対象経費の

　消費税込みの額）

借入金



その他



合　　　計



資金内容

区　分 適　用

自己資金



助成金

一般財団法人　旭川産業創造プラザ

申請者：



事業費内訳

　（経費区分別支出管理表　合計）

経　費　区　分



合　　　計


様式第６号

　　　　年度 人材育成助成事業 変更届出書

　　年　　月　　日

一般財団法人旭川産業創造プラザ

理事長　　新 谷   龍 一 郎　　様

　　　　　 　　　　　　　　　　　　　　　　　（申請者）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　所 在 地

企 業 名

代表者名　　　　　　　　　　　　

　

　　　　　年　　月　　日付旭産創第　　号により交付決定通知を受けた人材育成助成事業の（変更・中止・廃止）について、+人材育成助成事業実施要領第１１条第２号の規定により報告します。

記

１　人材育成助成事業名

２　（変更・中止・廃止）の理由

３　（変更・中止・廃止）までの人材育成助成事業の状況

様式第７号

(採択用)

　　　　年度 人材育成助成事業に係る通知

旭産創第　　　　　　号

　　　　年　　月　　日

（申請者）

所 在 地　

企 業 名　

代表者名　　　　　　　　　　様
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　一般財団法人旭川産業創造プラザ

理事長　新谷 龍一郎

  先に申請のあった　　　　年度人材育成助成事業の審査を行った結果、助成対象事業として採択されたので通知します。

記

　　＜助成対象事業名＞　　　　　　（派遣研修／自主研修）

　　＜助　　成　　額＞　　　　　　　　　　　円

　　＜助成金の交付＞　　助成対象事業完了後

　但し、次のことを厳守してください。
（１）助成対象事業が完了したときは、財団の指示に従い、事業完了報告を行うこと。

（２）次のいずれかに該当するときは、事前に財団に報告し、その承認を受けること。
・助成対象事業の内容を変更しようとするとき。

　　　　・助成対象事業に要する経費の内容を変更しようとするとき。

　　　　・助成対象事業を中止又は廃止しようとするとき。

　（３）助成対象事業が予定の期間内に完了しない恐れのあるときは、速やかに財団に報告し、その指示を受けること。

　（４）助成金は、助成対象事業以外の用途に支出してはならない。

様式第７号

(不採択用)

　　　　年度 人材育成助成事業に係る通知

旭産創第　　　　　　号

　　　　年　　月　　日

（申請者）
所 在 地

企 業 名

代表者名　　　　　　　　　　　様

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　一般財団法人旭川産業創造プラザ

理事長　新　谷　 龍一郎

  先に申請のあった　　　　年度人材育成助成事業の審査を行った結果、助成対象事業として不採択となったので通知します。

　尚、今後とも、道北地域の発展のため、人材育成に努めていただくとともに、貴社の益々のご発展を心より祈念します。

